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10

国
外
転
出
を
す
る
場
合
の
譲
渡
所
得
等
の
特
例
等

に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し

た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
一
七
〇
条
及
び
第
一
七
〇

条
の
二
関
係
）

本
特
例
の
適
用
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
有
価
証

券
等
の
範
囲
を
定
め
る
。

本
特
例
の
適
用
対
象
と
な
っ
た
新
株
予
約
権
の

行
使
に
よ
り
取
得
し
た
有
価
証
券
等
を
国
外
転
出

の
時
か
ら
引
き
続
き
有
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す

と
と
も
に
、
当
該
有
価
証
券
等
の
国
外
転
出
時
に

お
け
る
価
額
に
相
当
す
る
金
額
の
計
算
方
法
を
定

め
る
。

国
外
転
出
の
時
後
に
有
価
証
券
等
を
譲
渡
し
た

場
合
に
お
い
て
、
そ
の
譲
渡
し
た
有
価
証
券
等
が

国
外
転
出
の
時
に
お
い
て
有
し
て
い
た
有
価
証
券

等
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
の
判
定
方
法
の
整
備
を

行
う
。

11

確
定
申
告
書
等
に
添
付
す
べ
き
生
命
保
険
料
控

除
、
地
震
保
険
料
控
除
及
び
寄
附
金
控
除
に
関
す
る

証
明
書
の
範
囲
に
、
電
子
証
明
書
等
に
記
録
さ
れ
た

情
報
の
内
容
を
、
国
税
庁
長
官
が
定
め
る
方
法
に
よ

り
出
力
し
た
書
面
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税

法
施
行
令
第
二
六
二
条
及
び
第
三
一
九
条
関
係
）

12

贈
与
等
に
よ
り
非
居
住
者
に
資
産
が
移
転
し
た
場

合
の
譲
渡
所
得
等
の
特
例
の
適
用
が
あ
る
場
合
の
納

税
猶
予
に
つ
い
て
、
次
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し

た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
二
六
六
条
の
三
関
係
）

適
用
被
相
続
人
等
の
相
続
人
が
相
続
等
納
税
猶

予
分
の
所
得
税
額
に
つ
き
納
税
の
猶
予
を
受
け
る

際
の
担
保
の
提
供
期
限
を
定
め
る
。

適
用
被
相
続
人
等
の
相
続
人
が
遺
産
分
割
等
が

あ
っ
た
場
合
の
修
正
申
告
書
の
提
出
を
す
る
場
合

に
お
い
て
、
増
加
し
た
相
続
等
納
税
猶
予
分
の
所

得
税
額
に
つ
き
納
税
の
猶
予
を
受
け
る
際
の
当
該

修
正
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
事
項
及
び
添
付
す
べ

き
書
類
を
定
め
る
。

13

遺
産
分
割
等
が
あ
っ
た
場
合
の
修
正
申
告
の
特
例

等
に
つ
い
て
、
遺
産
分
割
等
の
事
由
の
細
目
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
二
七
三
条
の

二
関
係
）

14

年
末
調
整
の
不
足
額
の
徴
収
猶
予
を
受
け
る
た
め

の
申
請
書
等
に
つ
い
て
、
当
該
申
請
書
等
を
提
出
す

る
者
の
個
人
番
号
の
記
載
を
要
し
な
い
こ
と
と
し

た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三
一
六
条
、
第
三
一
九
条

の
二
、
第
三
二
四
条
、
第
三
二
五
条
、
第
三
三
一
条

及
び
第
三
五
五
条
関
係
）

15

利
子
等
又
は
配
当
等
の
受
領
者
の
告
知
制
度
等
に

つ
い
て
、
個
人
番
号
の
告
知
を
要
し
な
い
者
の
範
囲

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三
三

六
条
、
第
三
三
八
条
、
第
三
四
二
条
、第
三
四
四
条
、

第
三
四
五
条
、
第
三
四
六
条
、
第
三
四
八
条
、
第
三

五
〇
条
、
第
三
五
〇
条
の
三
、
第
三
五
〇
条
の
五
、

第
三
五
〇
条
の
八
及
び
第
三
五
〇
条
の
一
〇
関
係
）

二

所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成

二
七
年
政
令
第
一
四
一
号
）
の
一
部
改
正
関
係

国
際
課
税
原
則
の
総
合
主
義
か
ら
帰
属
主
義
へ
の
見

直
し
に
係
る
国
内
源
泉
所
得
の
範
囲
の
改
正
に
伴
い
、

支
払
調
書
制
度
の
対
象
と
な
る
非
居
住
者
又
は
外
国
法

人
に
対
し
て
平
成
二
八
年
四
月
一
日
か
ら
同
年
一
二
月

三
一
日
ま
で
の
間
に
支
払
わ
れ
る
国
内
源
泉
所
得
の
範

囲
に
つ
い
て
所
要
の
経
過
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し

た
。（
所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
附
則

第
一
四
条
の
二
関
係
）

三

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
八
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

４

役
員
給
与
の
損
金
不
算
入
制
度
に
つ
い
て
、
事
前

確
定
届
出
給
与
の
届
出
が
不
要
と
な
る
特
定
譲
渡
制

限
付
株
式
等
に
よ
る
給
与
に
お
け
る
特
定
譲
渡
制
限

付
株
式
の
範
囲
及
び
利
益
連
動
給
与
の
支
給
額
の
算

定
の
基
礎
と
な
る
利
益
の
状
況
を
示
す
指
標
の
細
目

を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
六
九
条
関
係
）

５

国
庫
補
助
金
等
で
取
得
し
た
固
定
資
産
等
の
圧
縮

額
の
損
金
算
入
制
度
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
国
庫

補
助
金
等
の
範
囲
に
つ
き
、
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事

業
団
の
債
務
等
の
処
理
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
独

立
行
政
法
人
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構

の
助
成
金
の
う
ち
一
定
の
使
途
に
充
て
ら
れ
る
も
の

を
加
え
る
と
と
も
に
、
公
共
用
飛
行
場
周
辺
に
お
け

る
航
空
機
騒
音
に
よ
る
障
害
の
防
止
等
に
関
す
る
法

律
に
基
づ
く
独
立
行
政
法
人
空
港
周
辺
整
備
機
構
等

の
補
助
金
及
び
電
波
法
に
基
づ
く
指
定
周
波
数
変
更

対
策
機
関
の
給
付
金
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第

七
九
条
関
係
）

６

貸
倒
引
当
金
制
度
に
つ
い
て
、
そ
の
適
用
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
法
人
の
範
囲
に
、
株
式
会
社
日
本

貿
易
保
険
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
九
六
条
関

係
）

７

譲
渡
制
限
付
株
式
を
対
価
と
す
る
費
用
の
帰
属
事

業
年
度
の
特
例
に
つ
い
て
、
対
象
と
な
る
譲
渡
制
限

付
株
式
の
範
囲
等
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
一

一
条
の
二
関
係
）

８

株
式
交
換
完
全
親
法
人
等
が
適
格
株
式
交
換
等
に

よ
り
取
得
し
た
株
式
交
換
完
全
子
法
人
等
の
株
式
の

取
得
価
額
に
つ
い
て
、
そ
の
株
式
交
換
完
全
子
法
人

等
の
直
前
に
お
け
る
株
主
の
数
が
五
〇
人
以
上
で
あ

る
場
合
に
は
、
そ
の
株
式
交
換
完
全
子
法
人
等
の
前

期
期
末
時
の
簿
価
純
資
産
価
額
に
適
格
株
式
交
換
等

の
直
前
ま
で
の
資
本
金
等
の
額
等
の
増
減
を
加
減
算

し
た
も
の
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
一
九
条
関

係
）

９

公
益
法
人
等
が
普
通
法
人
に
移
行
す
る
場
合
の
所

得
の
金
額
の
計
算
に
つ
い
て
、
そ
の
普
通
法
人
が
医

療
法
の
実
施
計
画
の
認
定
を
受
け
た
医
療
法
人
で
あ

る
場
合
に
お
け
る
累
積
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る
金

額
等
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
一
条

の
五
関
係
）

10

留
保
金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
道
府
県
民
税
及
び

市
町
村
民
税
の
額
の
計
算
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り

整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
九
条
の
一
〇
及

び
第
一
五
五
条
の
二
五
関
係
）

法
人
税
の
額
に
乗
ず
る
率
を
一
〇
・
四
パ
ー
セ

ン
ト
（
改
正
前
一
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
）と
す
る
。

特
定
同
族
会
社
が
支
出
し
た
地
方
税
法
の
特
定

寄
附
金
に
つ
き
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
の

額
か
ら
控
除
さ
れ
る
金
額
が
あ
る
場
合
の
計
算
方

法
を
定
め
る
。

二

法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平

成
二
七
年
政
令
第
一
四
二
号
）
の
一
部
改
正
関
係

会
社
更
生
等
に
よ
る
債
務
免
除
等
が
あ
っ
た
場
合
の

欠
損
金
の
損
金
算
入
額
の
計
算
に
関
す
る
経
過
措
置
等

に
つ
い
て
、
欠
損
金
の
繰
越
控
除
制
度
に
関
す
る
経
過

措
置
の
見
直
し
に
伴
う
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ

と
と
し
た
。（
法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
附
則
第
一
条
及
び
第
一
〇
条
関
係
）

三

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
八
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
法
人
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
四
六
号
）（
財
務
省
）

一

法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

組
織
再
編
成
に
係
る
税
制
に
つ
い
て
、
次
の
と
お

り
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
四
条
の
三
関
係
）

共
同
で
事
業
を
営
む
た
め
の
分
割
の
適
格
要
件

に
つ
い
て
、
分
割
法
人
の
全
て
が
資
本
又
は
出
資

を
有
し
な
い
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
株
式
継
続

保
有
要
件
を
除
外
し
て
判
定
す
る
。

適
格
現
物
出
資
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
現
物

出
資
等
の
範
囲
を
定
め
る
。

共
同
で
事
業
を
営
む
た
め
の
株
式
交
換
等
の
適

格
要
件
の
う
ち
役
員
継
続
要
件
に
つ
い
て
、
そ
の

株
式
交
換
等
前
の
株
式
交
換
完
全
子
法
人
等
の
特

定
役
員
の
全
て
が
そ
の
株
式
交
換
等
に
伴
っ
て
退

任
を
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
と
す
る
。

共
同
で
事
業
を
営
む
た
め
の
合
併
、
分
割
又
は

株
式
移
転
の
適
格
要
件
の
う
ち
株
式
継
続
保
有
要

件
の
判
定
等
に
つ
い
て
、
明
確
化
を
図
る
。

２

公
益
法
人
等
の
収
益
事
業
の
範
囲
に
つ
い
て
、
国

立
研
究
開
発
法
人
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究

機
構
が
原
蚕
種
並
び
に
桑
の
接
穂
及
び
苗
木
の
生
産

及
び
配
布
の
業
務
と
し
て
行
う
物
品
販
売
業
を
収
益

事
業
か
ら
除
外
す
る
措
置
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
民

間
都
市
開
発
推
進
機
構
が
参
加
業
務
と
し
て
行
う
不

動
産
販
売
業
及
び
不
動
産
貸
付
業
を
収
益
事
業
か
ら

除
外
す
る
措
置
に
お
け
る
そ
の
支
援
限
度
額
の
算
定

対
象
と
な
る
施
設
に
都
市
再
生
特
別
措
置
法
の
整
備

計
画
に
記
載
さ
れ
た
国
際
競
争
力
強
化
施
設
を
加
え

る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
条
関
係
）

３

平
成
二
八
年
四
月
一
日
以
後
に
取
得
を
す
る
建
物

の
附
属
設
備
及
び
構
築
物
並
び
に
鉱
業
用
の
建
物
の

減
価
償
却
の
方
法
に
つ
い
て
、
定
率
法
を
廃
止
す
る

こ
と
と
し
た
。（
第
四
八
条
の
二
、
第
四
八
条
の
四
、

第
四
九
条
、
第
五
一
条
及
び
第
五
三
条
関
係
）

◇
地
方
法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政

令
第
一
四
七
号
）（
財
務
省
）

１

連
結
法
人
の
地
方
法
人
税
の
個
別
帰
属
額
の
計
算
等

に
つ
い
て
、
地
方
法
人
税
の
税
率
を
一
〇
・
三
パ
ー
セ

ン
ト
（
改
正
前
四
・
四
パ
ー
セ
ン
ト
）
と
す
る
こ
と
に

伴
う
所
要
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
地
方
法
人
税

法
施
行
令
附
則
第
二
条
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
八
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

◇
消
費
税
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令

第
一
四
八
号
）（
財
務
省
）

一

消
費
税
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

消
費
税
が
非
課
税
と
な
る
教
育
に
関
す
る
役
務
の

提
供
に
類
す
る
教
育
を
行
う
施
設
の
範
囲
か
ら
、
国

立
研
究
開
発
法
人
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究

機
構
の
施
設
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
消
費
税
法

施
行
令
第
一
六
条
関
係
）
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